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１ 　はじめに
　日産自動車は、創立1933年で従業員23,605人（単独）、
2014年暦年グローバル自動車販売台数は、532万台、シェ
アはグローバルで6.2％、海外生産比率は、約80％である。
またルノー・日産アライアンス販売合計では、853万台で
世界４位である。主な国別販売シェアは、北米8.5％、中
国5.3％、日本11.7％、英国5.6％、メキシコ25.8％、ロシア
8.0％である。CEO はカルロス・ゴーンで、役員は日本人
が約55％。グローバルで女性管理職10％であり、ダイバー
シティを進める企業でもある。
　ユニークポイントとして、ルノーに加えダイムラーベン
ツとも株を持ちあうアライアンス企業であり、その他にも
中国東風汽車公司、ロシア AVTOVAZ、三菱 NMKV と
提携してビジネスを展開している。現在グローバルの車両
生産工場は、39拠点あり、ものづくりの特長として日産の
工場でルノー車、逆にルノーの工場で日産車の生産（クロ
スプロダクション）を行っている。グローバル本社は横浜
市にあり、研究開発は厚木市を中心として海外にも開発拠
点を置いている。また開発・生産技術・購買のものづくり
３部門を厚木のテクニカルセンター（NTC）に集約する
ことで、製品企画段階から同席設計（コンカレントエンジ
ニアリング）による、効率的な開発を進めている。
２ 　グローバル生産戦略
　生産が海外へシフトする要因として以下の３つがある。
第一に自動車の完成車は、１台あたり約13㎥の大きな製品
であり、日本から米国への完成車輸送費は１台あたり10万
円以上、輸送リードタイムは３週間を必要とする。第二と
して完成車輸入関税が30％以上ある国や、為替リスクもあ
る。第三として各地域でモータリゼーションが急速に発展
しており、しかも市場によって商品ニーズや投入タイミン
グも異なる。こうしたことから現地生産の要求は高まり、
海外生産比率が高くなる。
　海外の現地化のステップは図１のように進化している。
第一ステップとして、現地で日本から運んできた部品を組
み立てる（ノックダウン生産）。第二ステップとして、部
品関税、物流費削減の観点から、部品の国産化。第三ス
テップは、新商品を最初から現地部品で生産。第四ステッ
プとして現地ユニークモデルを現地開発・現地生産。中国
は既に第四ステップの段階にある。
３ 　新製品プロセス
　従来のプロセスでは、新商品を日本の「Mother」と呼
ばれる工場で立上げ、そのノウハウを日本人が現地をサ
ポートしながら「Child」と呼ばれる海外工場へ展開する
のが基本のやり方であった。しかし、市場がグローバルに
拡大するとともに、商品をタイムリーに投入させる必要が
あり、日本の工場が一番手で生産するモデルが少なくなっ
たことに加え、ネットの普及により新商品の情報が一夜に
して世界中に配信され、旧型車が販売不振となることか
ら、近年では世界同時発売・同時生産の要求が高まってき
た。
　以上の環境変化に対応すべく、新商品のプロセスを図２
の対応で行っている。グローバルな市場・生産に必要な要
件をデータに落とし込み、シミュレーションを活用するこ
とでクルマ造りに必要なデータを完成させる（グローバル
特別講演
「中国自動車市場の変化と 
東風日産乗用車公司のものづくり」
柳原　秀基 氏
日産自動車㈱　車両生産技術本部　新車生産準備統括部　エキスパートリーダー
2015年5月講演
図１　生産の海外展開ステップ
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同時開発）。さらに自動車はすり合わせ製品であることか
ら、データを元に実際にものづくりを行い、データの実車
検証とすり合わせのための試作を行う（グローバル同時試
作）。この２つの機能は、日本の役割として「Father 機
能」と位置づけている。この機能が非常に重要であり、
データ、実物、型・設備、作業標準（転写物）の質が担保
でき、現地人だけで転写物を再現できれば、現地生産準備
のリードタイムの短縮ができ日本から大挙して現地に行く
ことが不要になる。中国の新製品準備は、日本人のサポー
ト無しで現地人だけで対応している。
４ 　グローバル展開の方法
　生産のグローバル化において、図３のような２つのアプ
ローチが考えられる。一つは「Wed タイプ」で、日本が
常に中心ではなく、海外を含めた拠点で良い改善をした
ら、その情報が瞬時に世界中で共有化され、各拠点で「良
いとこ取り」が水平展開されるやり方である。花都工場で
採用しているコンパクトで安価な部品自動搬送台車などが
その事例であり、現在はルノー工場を含め世界中の工場で
採用されている。
　もう一つは「Core タイプ」で日本発信型のものづくり
であり、電気自動車生産やその生産技術が典型的な事例で
ある。このタイプは、技術をブラックボックス化して日本
だけでのものづくりに固執する考え方ではない。前章で述
べたように完成車を日本から運ぶことは、コストやリード
タイムが問題になるため、日本は新技術開発と共に海外で
生産するための汎用技術化を同時に考える必要がある。電
気自動車の場合は、約２年で米国、英国、中国で現地生産
を始めた。
　日産には共通の価値観、行動指針となる日産プロダク
ション・ウェイ（NPW）という考え方があり、世界中の
工場で共通の生産システムでものづくりが行われている。
５ 　東風日産乗用車公司の紹介
　東風日産乗用車公司は日産自動車と東風汽車グループが
50％ずつ出資し、2003年に設立した乗用車開発・生産を担
当する合弁会社である。従業員は約１万6000人、日本人の
出向者は開発から販売まで含めて100人足らずでオペレー
トしている。2015年５月に AIBS 広州セミナーで見学して
いただいた花都工場の生産能力は年間75万台で、４つのオ
フライン工場で一番規模が大きい工場である。中国には他
に鄭州、襄阳、大連にあり、生産能力は４工場合わせて約
130万台で、現在４工場ともにフル稼働している。また
2015年度末には武漢にルノーの工場が新たにスタートする
予定である。世界中にある日産とルノーの全ての工場は、
品質やコスト、納期などのベンチマーキングを行っている
が、中国の花都工場は、常に上位にランキングされるパ
フォーマンスが高い工場である。2012年には、日本能率協
会からグッドファクトリー賞を受賞した。
　東風日産は、販売台数が11年間で14倍に拡大し、成長ス
ピードが最も速い企業であり、2014年中国販売台数は約95
万台で、中国の自動車会社では第５位、日系自動車メー
カーではトップである
６ 　中国自動車市場の急速な変化
　中国国内の2015年自動車販売数は、2,410万台で世界第
一位であったが、近年は全需が10％以下の伸びに落ち着い
図２　新製品のプロセス
図４　日産プロダクションウエイ
図３　２つのグローバル展開アプローチ
24 AIBSジャーナル　No.9
ている。しかし図５の１人当たりの GDP と車の普及率の
関係を見ると、日米欧の普及率が約50％に対して中国は
10％前後であり、今後も販売台数は伸びることが期待され
る。
　日本のモータリゼーションの場合は、約30年で小型車か
ら大型車へ、更に高級車や SUV に商品嗜好が変化したの
に対して、中国の急激なモータリゼーションでは、図６の
ように大型車、高級車、SUV への移行が同時に起きてい
る。また地域的に見ると中国沿岸部から内陸部へと経済発
展するに伴い、車の需要も内陸部に広がっている。
　購買層も変化しつつあり、今後は1985年以降に生まれた
「HALE（Happy and Lucky Emperor）」と呼ばれる世代
や1990年代生まれ「90后（ジョウリンホウ）」が中心にな
ると思われる。この世代のクルマに対する価値観を分析す
ると、「エネルギッシュ」「個性」「高品質」「安全」といっ
たキーワードが重視される。
　このようなお客様の多様なニーズに対応すべく、東風日
産は、2015年10月「LANNIA（ラニア）」を発売した。こ
のクルマは、中国現地で商品企画・デザイン・開発・生産
を行った中国市場専用車であり、花都工場で生産を開始し
ている。（図７）
　次に、中国の自動車市場を考える上で国の政策が重要で
ある。2004年に出された自動車産業発展政策では、①外資
は合弁、②開発能力向上、③省エネルギーカーの開発、④
自主ブランド育成、⑤部品の海外輸出などが奨励され、実
行されている。また、新エネルギーの自動車産業発展計画
（2012～2020年）では、2015年までに環境対策として電気
自動車累計50万台や平均燃費向上の取り組みが行われてい
る。さらに、インフラ整備として2020年までには米国並み
の総延長距離85,000㎞の高速道路が整備される計画である。
図６　中国の乗用車セグメント別販売台数と伸張率
2012年調査
図７　中国専用車「日産 LANIA」
図５　一人当たりのGDPと自動車普及率
出典：2013年「Business Architecture」より
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７ 　中国自主ブランド
　このような中国市場に対して、東風日産は広くお客様の
ニーズに対応すべく、高級車ブランドの INFINITI、
NISSAN に加え、現地自主ブランドの VENUCIA の３つ
のブランドを展開、販売価格も約４万元から15万元のモデ
ルラインナップを揃えており、世界でも類を見ない。ま
た、2012年４月から展開している中国自主ブランドの「启
辰（VENUCIA）」は中国人だけで商品企画・デザイン、
設計開発・製造・販売を行ない、２年間で約20万台を販売
している。
　更に環境問題から電気自動車の需要が増え続けており、
2014年中国全メーカーの電気自動車販売台数は45,000台
で、日本の２倍以上である。東風日産も2013年から電気自
動車を現地生産し、VENUCIA ブランドで販売している。
　以上のような商品戦略に加え、地域密着型のものづくり
を更に加速するため、人財育成を重視し、デザインセン
ター、先進工程技術センター、企業大学を2015年度中に完
成する予定である。
８ 　最後に
　中国の自動車メーカーは40社以上、ブランド数は90以上
あると言われている。
よってトップブランドの自動車会社のシェアでさえ12％前
後、日系合弁会社は６％前後と熾烈な競争になってきてい
る。
　今後は環境問題に対応する省エネルギーカー、多彩なバ
リエーションの商品、欧米と同等以上の安全性能が継続し
て要求され、これに追従できないメーカーは淘汰されるで
あろう。
　よって現地化と本社機能のガバナンスのバランスをとり
ながら、中国のパフォーマンスをリスペクトした上で日本
の役割を明確にしてゆく戦略が求められる。
図８　中国自主ブランド　VENUCIA
